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2013、2021、2022年度の電力係数などを見直したので、数値を修正
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に一致させてください。
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2023年度は操業度が落ち着き、重油・石油ガス・電力使用量が減少した計 画 の 進 捗 又 は 達 成 の 状 況 等
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特 記 事 項

「計画の進捗又は達成の状況等」欄には、計画期間における排出量削減の進捗の状況及び計画終了時における事
業活動温暖化対策計画書に掲げた温室効果ガスの排出の抑制の量に係る目標の達成又は未達成の理由等があれ
ば、記入してください。
「特記事項」欄には、過去の温室効果ガス排出削減に係る実績や地球温暖化防止に寄与する技術又は商品の開発
等の取組があれば、記入してください。
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大阪市住之江区南港北1丁目7番89号

日立造船株式会社　取締役社長　三野　禎男

業務用機械器具製造業

熊本県地球温暖化の防止に関する条例施行規則第５条第１号該
当特定事業者（大規模エネルギー使用事業者）

熊本県地球温暖化の防止に関する条例施行規則第５条第２号該
当特定事業者（自動車運送事業者）

特定事業者以外の事業者


